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（１）指摘事項　・・・該当なし

（２）監査意見　・・・該当なし

（３）決算審査意見・・・該当なし

２　前年度県議会決算審査特別委員会の指摘事項（口頭指摘を含む。）に対する処理状況 　
指　摘　事　項 措置てん末

「競技力向上対策について」
　競技力向上対策について、本県では全国の舞台で
活躍するトップアスリートの育成・確保を主目的に実
施されています。
　事業の実施は主に公益財団法人鳥取県体育協会
に委託しているところであるが、県内企業が優秀選
手を雇用し、選手強化を支援する場合の補助事業に
関する予算が、全額未執行でした。
　無料職業紹介事業許可証の手続きに時間を要した
のが原因であるが、平成２６年度から開始の事業で
あり、受託者における事業の見通し及び準備が不足
していたことは否めません。
　委託事業の実施状況を適切に把握するとともに、
事業が効果的に実施され、期待される成果を上げら
れるよう、受託者へのバックアップを行う必要があり
ます。
　選手の育成・強化、競技に集中できる環境整備、優
秀な指導者の確保には、学校・企業等との協力体制
が不可欠であるため、受託者と協働し、教育委員会
や商工労働部などの関係部局と積極的に連携を図
るべきであります。
  併せて、大学等の高等教育機関における、それぞ
れの強化種目の特色付け、地域をまきこんでの競技
力向上の牽引などを、戦略的に支援すべきでありま
す。

「観光・サービス業分野における人材育成について」
　訪日外国人旅行者が増加する中、国は２０２０年の
訪日観光客の目標数を４，０００万人に増やし、それ
を受けて、外国人を含む観光誘客に向けた観光関連
の人材育成・増員を図る企業が増加しています。
　「平成２４年度就業構造基本調査」によれば、観光
業を含むサービス業は、県内の産業別就業者数でそ
の構成比が最も高くなっています。そうした分野につ
いて、県主催の事業として、県内観光業の経営者等
を対象としたセミナー開催や地域限定特例通訳案内
士の養成などが行われているほか、山陰インバウン
ド機構や地域ＤＭＯ（デスティネーション・マネージメ
ント・オーガニゼーション）でもインバウンド人材育成
への取組が始まっているところであるが、製造業の
人材育成事業と比較すると、その裾野は必ずしも広
くありません。
　ついては、今後ますます多様な人材が求められる
観光業・サービス業分野における人材育成に一層取
り組むべきであります。

　平成２９年３月に厚生労働省の「地域活性化雇用創造プロジェクト」の採
択を受け、「鳥取県地域活性化雇用創造プロジェクト推進協議会」（会長：
県商工労働部長）を設立し、地域活性化に繋がり今後成長が期待される
分野のサービスイノベーションにより良質な雇用の場を創出するため、経
営力強化と正規雇用拡大を目指す企業等を支援するとともに、求職者の
人材育成、マッチング支援を行うこととしている。
　具体的には、観光・食・健康等の成長が期待される分野において、事業
主向けの雇用拡大支援のためのセミナーや専門家派遣、求職者向けの就
職支援、人材育成を支援するためのセミナー、交流会等を実施中である。

１　前年度指摘事項等に対する措置等

　県内２箇所に若者の就業支援機関として開設している「若者仕事ぷらざ」
や平成２９年７月３日に開設した「県立ハローワーク」と連携し、優秀な選手
が希望する職種等の就職相談や求人情報の提供を進める体制を取ってい
る。
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３　組織及び業務調べ

４　職員の定員、現員調べ

29.4.1
現在

28.4.1
現在

29.4.1
現在

28.4.1
現在

29.4.1
現在

28.4.1
現在

29.4.1
現在

28.4.1
現在

14 11 0 0 0 0 14 11

県立ハローワーク開設準備室
（参事２、係長１）
２９年７月から県立米子ハローワーク、県立
境港ハローワークへ組織改正

(1) (1) (  ) (  ) (  ) (  ) (1) (1) 育児休業１名

16 13 16 13 定数外1（鳥取銀行からの派遣1）

2 2 0 0 0 0 2 2

0 0 0 0 0 0 0 0

11 11 0 0 0 0 11 11

若年者就業支援員４名（とっとり若者仕事ぷ
らざ）、就業支援員２名（ふるさとハローワー
ク八頭）、技術コーディネーター３名、障がい
者雇用アドバイザー１名、一般事務１名

５ 役付職員の調べ

（平成２９年８月１日現在）

年 月

係（担当）名

・労働情勢、雇用失業情勢の把握に関すること
・就業支援施策に関すること（若者、女性、中高年者、障がい者）
・ふるさとハローワークに関すること
・企業の再生支援に関すること

産業人材確保担当

現　　　　員

就業支援課

      　  種別

区分

事務職員 技術職員

・求人開拓に関すること
・（公財）ふるさと鳥取県定住機構に関すること
・企業が求める人材の確保に関すること
・技術人材バンクに関すること

就業支援担当

0 4

 計

備　　　　考

過不足(△)

臨 時 職 員

備　　　　　考

在職期間

現業職員

　課長補佐

非常勤職員

職　　　　　名

　参事 上野　芳広

雇用人材総室（３月）を含め２年４月

1 雇用人材総室（３月）を含め２年４月

2

　課長補佐 2前田　透

中島　始子

2 1

12

　課長補佐 馬田　徹

課　　の　　主　　な　　所　　掌　　事　　務

小林　靖尚

1

雇用人材総室（２年３月）を含め４年４月

氏　　　　　　名

　課長

課　　　　名

定　　　　員
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６　主な事業に関する調べ

（単位：千円）

国庫支出金 その他

42

（イ）事業の実施状況

正規雇用1万人チャレンジ事業

財源内訳

一般財源

42

将来ビジョン 1 ひらく（３）いきいきと働き続ける就業環境

平成２８年度
正規雇用1万人

チャレンジ
アクションプラン

＜重点取組方針＞
①　正規雇用につながる「魅力的な雇用の場の創出」と「情報発信の強化」
②　高校・大学、産業界等と連携した「若者の県内就職促進」
③　ＩＪＵ施策と連携した「産業人材の確保と人材育成」
④　「人材不足業種の人材確保支援」と「正規雇用転換促進、雇用の質の向上」
＜年次目標＞
・年次目標　27年度 2,175人、28年度 2,607人、Ｈ29年度 2,696人、Ｈ30年度 2,635人
・実　　　績　27年度 2,545人、28年度 3,329人、２年度合計 5,874人（進捗率58％）

推進会議等の開催
・５月19日　第１回正規雇用1万人創出チーム会議（アクションプラン策定、取組方針等）
・11月17日  第２回正規雇用1万人創出チーム会議（施策の進捗状況等）
・12月27日　第１回正規雇用1万人チャレンジ推進会議（来年度の取組の方向性等）

正規雇用実績
（平成27～28年度）

政 策 項 目 ―

ア　目的及び事業の実施状況

（ア）目的

　 若者をはじめ県内産業を担う様々な産業人材が定着できる就業環境の整備を目指し、民間との連携によって平成２７年度から４年
間で１万人の正規雇用創出に向けた取組を推進する。

エ　課題

　 有効求人倍率は、１．５倍を超えて上昇している中、人材不足が顕著となっている。正規雇用転換や働きやすい職場づくりなど業
界や企業等の働き方改革を進めて、県内企業の魅力発信による若者の転出防止、県外からのＩＪＵターン促進を進めて行く必要が
ある。

決算額

イ　平成２８年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

　 アクションプランを策定することで、各分野・施策毎の推進状況が明らかになるとともに、医療や福祉など人材が不足している業
種などで、正規雇用や人材確保・育成に向けた施策の展開が図られた。

ウ　成果

○鳥取県内の有効求人倍率は、有効求人倍率は一般・正社員とも着実に改善している中、人材確保のための正規雇用化も進む
など、正規雇用1万人チャレンジ計画の平成２８年度までの雇用実績は５，８７４人（進捗率５８％）で目標を上回った。

○平成２７年度から実施している鳥取県正規雇用転換促進助成金（非正規から正規雇用へ転換した事業者へ１名あたり３０万円を
支給）では、 平成２７年度の申請は５０名であったが、平成２８年度は１８８名へ増加し、従業員の処遇改善が進んだ。

＜正規雇用転換の主な例＞
  ・人手不足で離職率の高い業種において、その打開策として非正規から正規雇用へ転換し、従業員が定着した。
  ・非正規と正規雇用との業務内容と給与水準の乖離を解消するため、正規雇用へ転換したところ、従業員の業務に対する意欲が
高まった。

　 正規雇用１万人チャレンジ計画（平成２８年２月策定）に基づき、正規雇用１万人チャレンジアクションプランを作成（平成２８年４
月）し、重点取組方針、年次目標、平成２７年度実績を踏まえ、各種施策を展開した。

H29 H30

目標 実績（C） 目標 実績（D）
実績合計

（C＋D）
進捗率 目標 目標

2,175 2,545 2,607 3,329 5,874 58% 2,696 2,635 10,113

合計（A） 1,925 2,291 2,357 2,745 5,036 55% 2,446 2,385 9,113

商工業 1,225 1,435 1,430 1,696 3,131 55% 1,550 1,515 5,720

観光 - 17 72 81 98 57% 57 42 171

建設 65 156 65 140 296 114% 65 65 260

医療・福祉 301 353 406 483 836 55% 407 400 1,514

農林水産業 334 330 384 345 675 47% 367 363 1,448

250 323 250 610 933 93% 250 250 1,000

H28 H27～28（累計）

（単位：人）

最終目標

正規雇用創出
総計

（A＋B）

正規雇用への転換（B）

年度

区分

H27

雇用の場の
創出

（分野別）

全国（平成29年４月）

1.48

0.97

区分 県内（平成28年4月） 県内（平成29年4月）

有効求人倍率 1.31（全国21位） 1.59（全国12位）

正社員倍率 0.70（全国25位） 0.88(全国24位)
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（単位：千円）

ア 目的及び事業の実施状況

　目的

　事業の実施状況

　　 「若者仕事ぷらざ」の設置・運営を行った。

名称

場所

人員

支援
内容
利用
時間

イ 平成２８年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

ウ 成　果

とっとり くらよし よなご 計 前年度比

11,748人 4,820人 22,112人 38,680人 83%

1,173人 610人 1,020人 2,803人 90%

とっとり くらよし よなご 計 前年度比

5,203件 1,066件 4,855件 11,124件 91%

751人 229人 748人 1,728人 92%

44人 54.5%

エ　課　題

55,348

決算額
若年者就業支援事業

財源内訳

国庫支出金 その他 一般財源

11,000 98 44,250

将来ビジョン１　ひらく　（３）生き生きと働ける就業環境

政 策 項 目 －

（ア）

県内３地区に若者の就業支援施設である「若者仕事ぷらざ」を設置し、若年者就業支援員を配置して、若年者に対
するきめ細かな相談等を行い、職業意識の形成や職業人としての基礎的能力の習得を図り、早期就職・職場定着を
促進する。

（イ）

とっとり若者仕事ぷらざ
（とっとり若者サポートステーション）

くらよし若者仕事ぷらざ
よなご若者仕事ぷらざ

（よなご若者サポートステーション）

鳥取市扇町７
鳥取フコク生命駅前ビル１階

倉吉市山根５５７－１
パープルタウン２階

米子市末広町３１１
イオン米子駅前店４階

若年者就業支援員（非常勤）４名 若年者就業支援員（非常勤）２名 統括マネージャー（非常勤）１名
若年者就業支援員（非常勤）３名

概ね４５歳未満の求職者を対象。個別就職相談、職業適性診断、職場体験講習、就職支援セミ
ナー、参考図書の閲覧、併設ハローワークによる職業相談・職業紹介・求人検索。
月曜日から土曜日までの午前１０時から午後６時まで。日曜日、祝日、年末年始休み。
くらよし若者仕事ぷらざは第２・４土曜日、よなご若者仕事ぷらざは第１・３土曜日に開設。

・5月15日（日）に、若者仕事ぷらざやふるさとハローワークの支援員を対象にした就業支援員意見交換会を
開催し、現在の運営体制や個々のケースに応じた支援手法の研究討議を行った。

・平成28年11月、オフィス型ジョブトレーニングセンター「クロスジョブ米子」が開設（よなご若者仕事ぷらざの
隣ビル）したことを契機に、よなご若者サポートステーションと連携して、発達障がい者等に対する就職支援
を行った。
・平成28年12月11日(日）の日本海新聞に若者仕事ぷらざの広告を掲載し、広く県民に広報した。

　（１）若者仕事ぷらざの利用状況

有効求人倍率の上昇等により、利用者数・就職者数は減少した。

区分

利用者延人数

就職活動中

就職者数

　（２）若年者就業支援員の活動状況

就業支援員に対する相談件数・就職者数とも前年度に比べて減少したが、相談件数のうち就職者の割合は１５．
５％（前年度１５．３%）と増加した。

区分

相談延件数（来所）

就職者数

24人 6人 14人

・有効求人倍率（正社員）が上昇してきている中、依然として正規の職に就けず、離職を繰り返している若年
者が一定数いるため、若年者のための就業支援機関の利用について更なるPRを行うとともに、１人でも多く
の若者が正規雇用されるよう、きめ細かな相談業務を行っていく。
・若者仕事ぷらざ等の利用者数は減っているが、就職の難しさを抱えている相談者は増加傾向であり、一人
ひとりの個別相談時間が長くなる中、若年者就業支援員の支援能力を高めていく必要がある。
・よなご若者仕事ぷらざの機能は、平成２９年７月に開設した県立米子ハローワークの「若者・学生カフェ」に
統合され、求人・求職のマッチング機能がさらに強化されるとともに、県内に進出してきた企業や経営革新に
より新たな雇用を生み出した企業などに対して若年者の就職・職場定着を促進する。

　（３）若年者就職・定着一貫支援事業の状況

修了
者数

講習修了後約2ヵ月後の状況
就職率

就職決定 職業訓練
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（単位：千円）

国庫支出金 その他 一般財源

95,350 95,350

ア 目的及び事業の実施状況

　目的

　事業の実施状況

名称

開所日・時間

委託先

イ 平成２８年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

ウ 成　果

地区 求人数 新規求職者数 延べ相談件数 就職者数 就職率

鳥取 2,869 828 (506) 7,250 (4,005) 605 (348) 73.1% (68.8%)

倉吉 2,139 581 (412） 4,614 (3,066) 392 (258) 67.5% (62.6%)

米子 2,036 665 (442) 3,856 (2,246) 424 (271) 63.8% (61.3%)

計 7,044 2,074 (1,360) 15,720 (9,317) 1,421 (877) 68.5% (64.5%)

エ 課　題

女性・中高年者就業支援事業
決算額

財源内訳

将来ビジョン １　ひらく　（３）生き生きと働ける就業環境

政 策 項 目 　－

（ア）

　女性や高齢者などの就業支援と中小企業の人材確保を強化するため、「ミドル・シニア仕事ぷらざ」と「レディーズ仕事ぷら
ざ」を一体的に運営し、求職者と企業双方のニーズにあった職場開拓、マッチングを行うとともに、中小企業の人材確保に向
けた取組を行った。

（イ）

　県内3か所に設置した「ミドル・シニア・レディーズ仕事ぷらざ」において、女性及び中高年者に対する就業支援（就職相談、
情報提供、職業紹介等）を行うとともに、求職者を対象としたセミナーや企業見学会の開催、企業向けのセミナー、相談会
等、企業の人材確保に向けた支援を行った。

ミドル・シニア・レディーズ仕事ぷらざ鳥取 ミドル・シニア・レディーズ仕事ぷらざ倉吉 ミドル・シニア・レディーズ仕事ぷらざ米子

場所
鳥取市扇町115-1

(第一生命ビル１階）
倉吉市山根557-1

(パープルタウン１階）
米子市末広町311

(イオン米子駅前店４階）

配置人員

就業支援員４名、女性就労支援
コーディネーター１名、高齢者就労
支援コーディネーター１名、企業支
援コーディネーター１名　　計７名

就業支援員３名、女性就労支援
コーディネーター１名、高齢者就労
支援・企業支援コーディネーター１
名　　計５名

就業支援員３名、高齢者就労支援
コーディネーター１名、企業支援
コーディネーター１名　　計５名

○正規雇用の拡大と中小企業の人材確保を図るため、女性や高齢者を対象に求職者と企業の双方のニーズに即したマッチ
ングを強化していく必要がある。
○利用者やぷらざ職員の意見を聞きながらよりよい運営に努めるとともに、広報や関係機関との連携などにより、引き続き利
用者数及び就職者数の拡大を図る必要がある。
○ミドル・シニア・レディーズ仕事ぷらざ米子の機能については、平成２９年７月に開設した県立米子ハローワークの「女性活躍
サポートセンター」及び「ミドル・シニアコーナー」に統合され、これまで培われてきた民間ノウハウも取り入れながら、一歩先の
職業紹介に取り組んでいく。

開所日：月～金曜日、第１・第３土曜日（祝日、年末年始除く）　　開所時間：午前１０時～午後６時　

業務内容

○求職者への支援（就職相談、職業訓練に関する助言・情報提供）
○企業訪問、求人開拓(求人情報の収集、求人登録）
○職業紹介（就職先企業とのマッチング、定着指導）
○各種研修・セミナー、企業向け説明会・雇用相談会の開催

株式会社パソナ

　「ミドル・シニア仕事ぷらざ」と「レディーズ仕事ぷらざ」を一元化（H28.4～）し、女性就労支援コーディネーター、高齢者就労
支援コーディネーター、企業支援コーディネーターを新たに配置して、女性や高齢者を対象とした再就職支援セミナーの開
催、人材確保に向けた中小企業向けのセミナーや相談支援等の取組を実施した。

　求職者の希望に応じて、ハローワークの求人情報や職場開拓を行って独自に収集した求人情報をもとに企業とのマッチン
グを行い、就職に向けたきめ細やかな支援を実施することにより、高い就職率（平成２８年度実績：６８．５％、就職者数／新
規求職者数）を上げている。
　　　　　　　　　＜２８年度実績＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　）は女性で内数
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（単位：千円）

国庫支出金 その他

24,175

ア 目的及び事業の実施状況

　目的

　事業の実施状況

イ 平成２８年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

ウ 成　果

（参考）

エ 課　題

障がい者就業定着強化事業
決算額

財源内訳

一般財源

24,175

将来ビジョン １　ひらく　（３）生き生きと働ける就業環境

政 策 項 目 －

（ア）

　「障がい者新規雇用1,000人創出」の実現を図るため、企業に対する障がい者雇用の働きかけや定着支援の取組を強化する。

（イ）

区分 実施状況

訪問型ジョブコーチ
設置促進事業

訪問型ジョブコーチを配置する社会福祉法人等に対してその活動費の一部を助成することで、訪問型ジョブコー
チの増員を行うとともに、支援する障がい者の数を増やし、職場定着の体制を強化した。

訪問型ジョブコーチ
養成研修派遣支援
事業

訪問型ジョブコーチの資格取得研修に職員を派遣する社会福祉法人に対して、費用（旅費）の一部を支給した。
＜支給先＞社会福祉法人養和会（職員１名が訪問型ジョブコーチの資格を新たに取得）

ジョブコーチ体験講
習会開催事業

ジョブコーチ制度の仕組や有効性について、理解促進を図るための研修会を県内２か所で開催した。

・「障がい者新規雇用１，０００人創出に向けたロードマップ」（平成２７年度策定）に基づき、取組の柱である「障がい者の雇用の場の創
出」、「障がい者の離職防止」、「福祉から一般就労への加速」の各項目について、平成２８年度の目標値と施策を示した「アクションプ
ラン」を策定して取組みを行った。
・ジョブコーチ支援１年後の障がい者の職場定着は87％（鳥取障害者職業センター、H27年度実績）と高いことから、職場定着を支援す
る「訪問型ジョブコーチ」を増やす補助制度を県で創設し、県内の訪問型ジョブコーチの増員を支援した。
・発達障がいのある方や離職を繰り返す就職困難な若者の就労を支援するため、日本財団との共同プロジェクトにより、「オフィス型
ジョブトレーニングセンター」を米子市に１１月に開設するとともに、そのトレーニングの手法を県内の障がい福祉サービス事業所へ横
展開を図ることとした。

・県の障がい者の実雇用率は平成28年6月時点で2.11％、前年の1.99％から0.12ポイント上昇して過去最高を更新し、法定雇用率
（2.0％）を達成した。また、障がい者就業者数も平成28年度3月末現在で、2,952人となり、過去最高となった。

・県内の法定雇用率達成企業割合は、平成28年度に59.1％（対前年度＋4.3ポイント）となり、全国平均（48.8％）を10．3ポイント上回っ
たが、依然として約4割の企業（173社）が法定雇用率未達成であり、引き続きこれらの企業に対し、障がい者雇用について理解促進を
図る必要がある。
・平成30年に、精神障がい者が法定雇用率の算定基礎に算入されるとともに、法定雇用率が2.2％に改定される。また、精神障がい者
の新規求職申込件数や就職件数も年々増加しており、今後益々精神障がい者の求職ニーズが高まる。県は労働局と精神障がい者の
雇用率全国１位を目指して取組んでいるが、引き続き、企業側への支援や協力が必要不可欠となっている。
・訪問型ジョブコーチ設置促進事業により、ジョブコーチやジョブコーチが支援する障がい者は増加したが、ジョブコーチ１人当たりの年
間支援者数が補助基準の１０人を下回ること等による減額により不用額が生じており、訪問型ジョブコーチにより多くの障がい者に対し
て定着指導が行われるよう啓発に努める。

障がい者雇用アドバ
イザー配置事業

障がい者雇用アドバイザー（県非常勤職員）を新たに県庁へ１名配置し、法定雇用率未達成企業をはじめとした
企業トップに対し、障がい者新規雇用の働きかけや相談対応を行った。平成28年度は、187社を訪問、うち80社
から障がい者雇用について前向きな回答を得た。

障がい者雇用推進Ｐ
Ｒ事業

障がい者雇用のモデルとなる県内企業の好事例をまとめた冊子「ともに働く仲間のために」や、精神・発達障が
い者に対する職場での配慮事項をまとめたガイドブック「精神・発達障がい者とともに働くための接し方」を新たに
作成して企業等に配布した。
また、障害者就業・生活支援センター及び県版ジョブコーチセンターの知名度アップや利用促進を図るため、県
内３か所の「障害者就業・生活支援センター」と県内２箇所の「障がい者職場定着推進センター」のホームページ
を作成した。

若年就職困難者就
労訓練の拠点整備

県と日本財団の共同プロジェクトにより、発達障がい者等の若年就職困難者に特化した就労訓練等を行う「オ
フィス型ジョブトレーニングセンター」を開設した。

項目 平成27年度 平成28年度 （Ｈ28－Ｈ27）

訪問型ジョブコーチ ８人 １３人 ＋５人

訪問型ジョブコーチが支援する障がい者 ６１人 ８３人 ＋２２人

名称 オフィス型ジョブトレーニングセンター「クロスジョブ米子」
場所 米子市大工町97　米子ＩＳビル3階303号

開設日 平成28年11月2日（水）
対象者 発達障がいのある方や離職を繰り返す就職困難な若者等（障がいの受容不問）

取組成果
（H29.3.31現在）

①相談件数…45件、②利用状況…新規利用者10名、待機者4名、③就職内定者…1名

会場 日時・場所 参加者

東部 平成28年12月6日　午前9時～0時15分　白兎会館（鳥取市） ３２人（２３団体）

西部 平成28年12月5日　午後1時～4時15分　ふれあいの里（米子市） ３２人（２０団体）

項目 平成26年度 平成27年度 平成28年度 （Ｈ28－Ｈ25）

障がい者就業者数 ２，５４５人 ２，７１０人 ２，９５２人 ＋４０７人

民間障がい者実雇用率 １．８８％ １．９９％ ２．１１％ ＋０．２３ポイント
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（単位：千円）

ア 目的及び事業の実施状況
　目的

　事業の実施状況

参加人数

299人

75人

330人

284名

284人

45人

153人

主に夏と春の2回インターンシップを実施した。（受入協力企業数：１３５社、参加学生数：２４８名（うち県外学生６８名））
【対象】大学生、短大生、高専生、専門学校生

(3)インターンシップ関連情報発信

(4)県内企業人材確保力アップセミナー

(5)とっとり就活応援団活動事業

（7）中小企業情報発信助成

(8)とっとりＩＪＵターン就職・転職フェアin大阪

イ 平成２８年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

ウ 成　果

エ 課　題

(2)大学生を対象としたとっとりインターンシップ

・鳥取県元気づくり総合戦略のＫＰＩでは、県内大学生の県内就職率44.3％（Ｈ27実績32.0％）、県外大学進学者の
県内就職率40％（実績31.6％）等を掲げており、企業の採用意欲が高い中で、より多くの学生に県内企業の情報
を伝え、イベントへの参加者増、IJUターン就職促進を進める必要がある。
・広報誌、学生目線のWebサイトによる県内企業や県内で働くことの魅力の発信を進めると同時に、さらに県外大
学等で実施している就活イベントと連携するなど、学生に身近な場所で直接学生に伝えていく情報発信に取り組
む必要がある。

　大学等に進学した県内高等学校の卒業生の保護者又は学生約5,000人に、県内就職情報（IJUターン冊子、奨
学金返還助成のチラシ、インターンシップパンフレット、各種イベントチラシ等）を年６回送付し、就職イベント等の
参加につながった。

　県内中小企業が大手就職情報サイトを利用することにより、県内での就職を希望する者（ＩＪＵターンを希望する
大学生・転職希望者、離職者等）に対して、自社の採用情報・魅力を発信し、人材確保につなげた。（4社利用）

鳥取の企業情報等を伝え魅力を感じてもらうことでIJUターンを促進する企業紹介フェアを大阪で開催した。
（参加企業28社、参加者35名）

　大学生のインターンシップの参加促進に当たり、県外事務所とも連携し、県内出身学生が多い大学等に計３０校
に直接アプローチをするなど、ＰＲに努めた。特に、インターンシップへの参加実績がない大学へのアプローチを
強化した。

　県内企業の魅力を学生等に発信することにより、県内に就業することへの理解が深まった。

　新規事業として取り組んだとっとり就活応援交流会では、就職コーディネーターやインターンシップコーディネー
ターも参加することで、就活前から採用までの一連の就職支援を学生に紹介する事ができ、県内就職の具体的
なイメージを学生に伝えることができた。

参加人数 16社、22名 28社、34名

　県内企業の若手社員（とっとり就活サポーター）が、鳥取県での暮らし及び県内就職の魅力を直接学生に伝え
る交流会を開催。鳥取県のPRについて、SNS等で友人等に拡散することに協力していただける学生が、とっとり
応援メッセンジャーとして登録。

【交流会等開催回数】２１回（鳥取県内８回、県外（東京、大阪、山口、岡山、島根等）1３回）
【参加学生数】延べ294名　※とっとり就活サポーター35名、とっとり応援メッセンジャー44名

(6)保護者宛ての県内就職情報の送付

日時 9/14、27 9/15、28 10/13、20 10/14、10/21

場所 とりぎん文化会館  国際ファミリープラザ  ホテルモナーク鳥取  国際ファミリープラザ

　＜参加した学生の声＞
　　・営業の現場に入ることで、緊張感とやる気が出た。
　　・お客様ではなく、社員として受け入れてくれたことで、本気度が増した。
　　・日、時間単位のスケジュールがあり、メリハリがついて良かった。

　学生に親しみやすいＷＥＢサイトを立ち上げ、インターンシップ受入企業と実習内容をページ内で検索できるよう
にしたほか、体験者の話を掲載するなど、インターンシップ情報の発信を強化した。※H29.4-5月アクセス3,310件

人材確保につなげるため、企業の魅力を発信し、職場環境の改善などに取り組むセミナーを開催。（東部、西部）
人材育成研修 SNS活用研修

青谷高校 11/10,17 講義を受講

米子南高校 2/8 講義を受講

鳥取東高校(1回目) 10/26 企業を訪問

鳥取東高校(2回目) 2/10 講義を受講

八頭高校 6/11 企業を訪問

米子高校（3回） 7/7、9/15、10/13 講義を受講

（イ）

(1)高校生のキャリア教育

県内高等学校6校で仕事の魅力講座や企業訪問を実施した。
高校名 日時 内容 ＜参加した生徒の声＞

・将来は鳥取に帰ってきて、地域貢献を盛り上げていきたいと
思った。
・世界で活躍している企業が鳥取県内にあることに、驚いた。
・社員一人ひとりの生き生きとした姿や、新しいことに挑戦して
いく理念にとても共感できた。

鳥取中央育英高校 6/9 講義を受講

将来ビジョン １　ひらく（３）生き生きと働ける就業環境

政 策 項 目 －

（ア）
　県内企業の高校生や大学生等の人材育成・確保を支援する枠組みを形成し、企業における人材育成・確保を促進する。
　また、就職情報サイトでの県内企業の情報発信を強化するとともに、大阪で県内企業紹介フェアを開催し、県内企業の情報発信を
行う。

学生等県内就職加速化事業
決算額

財源内訳

国庫支出金 その他 一般財源

23,762 23,654 108
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（単位：千円）

ア 目的及び事業の実施状況

　目　的

　事業の実施状況

○学生に届く情報発信の見直し・強化

○中高生への県内産業紹介

高校
教員

企業 その他

東部 21 3 1

中部 12 0 0

西部 22 2 4

合計 55 5 5

※東部は大雪による対応のため、中学校教員を中心にキャンセルがあった。

11月19日

11月28日

12月10日

○とっとりふるさと就職の魅力発信事業

イ 平成２８年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

ウ 成　果

エ 課　題

学生等県内就職加速化事業を強化するために５月補正予算で充実を行った。

（１）学生目線の「とっとり就活情報サイト」及び「とっとり学生登録サイト」を開設し、ふるさと鳥取県定住機構に配置した情報発信専門員により、学生登録者、
大学及び専門学校等への情報発信を行った。

（１）大学連携コーディネーターをふるさと鳥取県定住機構に配置し、県外大学を訪問して、連携事業を行い、県内就職に関する情報提供や就職
相談に応じた。

･鳥取県元気づくり総合戦略のＫＰＩでは、県内大学生の県内就職率44.3％（Ｈ27実績32.0％）、県外大学進学者の県内就職率40％（実績
31.6％）等を掲げており、企業の採用意欲が高い中で、より多くの学生に県内企業の情報を伝え、イベントへの参加者増、IJUターン就職促進
を進める必要があり、広報誌、学生目線のWebサイトによる県内企業や県内で働くことの魅力の発信を進めると同時に、県外大学で開催され
るイベントへ参加し、学生に直接情報を提供できるようにする必要がある。

公立鳥取環境大学 中央印刷、大江ノ郷（ひよこカンパニー）、アクシス 28

･見学会では、ＨＰや合同説明会では知ることができない企業の雰囲気、職場の様子等を知る良い機会を提供できた。
・とっとり就活情報サイトに、県内企業情報、IJUターンして県内で活躍する若手社員及び元気な企業を紹介するWEBマガジン、インターンシッ
プ情報、県内　就職イベントなどを集約し、県内就職情報を届けやすくした。

（２）日本海新聞に、連載記事8回及び特集記事を掲載し、保護者や県民向けに県内産業の動きや若者が企業で活躍していることを紹介した。

公立鳥取環境大学 三光、流通 16

鳥取大学 ファミリーイナダ、美保テクノス、ケイズ 22

（２）県内学生の県内就職を促進するため、企業バス見学会を実施

見学先 見学先 参加学生

○大学等との連携による伴走型の県内就職支援事業

H28.11.24 ファミリーイナダ(株) 29 1

73 8

（２）専門機関、教育委員会と連携し、生徒向けの「鳥取県産業･企業魅力紹介パンフレット」を作成し、授業等での活用や保護者にも県内企業を
知っていただくため、県内の高等学校に配布した。

中学校
教員

H29.1.24 安田精工㈱ 30 5

H28.12.15
神鋼機器工業㈱

㈲望湖楼
14 2

県内就職のための学生・保護
者向けセミナー

32人 39人

（１）教員を対象とした企業見学会の実施

実施日 訪問企業 参加者合計

【参加した学生・保護者の声】
・企業分析の取組み方に役に立ち、就職のために何をしたらよいか勉強になった。・子どもと話す時に具体的な将来像から就職を捉えるきっか
けとなると思う。自己分析から企業分析を踏まえて、就活に望んでいくように努めたい。

県内企業採用力アップセミナー 18人 36人

日時・場所 2/25（土）とりぎん文化会館 2/26（日）米子コンベンションセンター

○学生･保護者向けセミナー

【参加企業の声】
・とてもいろいろな気づきがあり参考になった。　・実際に説明会などで実行できるようなことを教えていただけた。一から採用姿勢を見直した
い。・プレゼンの内容等、学生の欲しい情報につなげることができそうだと感じた。

（イ）

（１）株式会社マイナビからのアドバイス

　学生の県内就職を促進させるための効果的な情報発信方策など、県の就職関連施策の改善を図るため、マイナビのノウハウ等に基づきア
ドバイスをいただいた。また、企業の採用活動を成功させ、企業力をアップするためのノウハウについて、学生対応ハンドブックを作成した。今
後、企業が参加するセミナーなどで配布する。

（２）県内就職のための企業向け、学生・保護者向けセミナーの開催

日時･場所 1/26（木）米子コンベンションセンター 1/27（金）とりぎん文化会館

○企業向けセミナー

将来ビジョン 1 ひらく（３）いきいきと働き続ける就業環境

政 策 項 目 －

（ア）

  鳥取県では、高校卒業後、約半数の2,500人が県外に進学し、進学・就職を機に若者が県外流出している要因としては、近年、企業誘致や県
内企業の事業拡大等により、雇用の場が大幅に増えているにも関わらず、若者及び保護者が、鳥取県には魅力ある企業がないと思っている
ことが大きい。そこで、魅力ある企業や若者が活躍できる場があることをきめ細かく発信し、県内就職を考える若者を伴走型で応援する。

とっとりふるさと就職応援事業
（５月補正予算）

決算額
財源内訳

国庫支出金 その他 一般財源

23,856 11,309 12,547
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（単位：千円）

ア 目的及び事業の実施状況

　目的

　事業の実施状況

イ 平成２８年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

ウ 成　果

・奨学金認定募集枠180名の募集に対して、平成28年度は116名の認定を行った。

・認定者216名（H27 100名、H28 116名）のうち、76名（Ｈ27 55名・H28 21名）が県内就職し、7,075,154円助成した。

・平成29年度は既卒を含め80名程度（平成28年度までの認定者のうち平成29年度交付申請予定者）が就職予定となっている。

（平成28年度認定状況　単位：人）　　　　　　　　　　　　　

製造業 ＩＴ企業 薬剤師 建設業

47 21 12 18

・民間企業からの寄附は22件18,680千円の寄附（うち、企業版ふるさと納税対象8件）を頂いた。

○利用者の声

・県内就職で奨学金返還制度が利用できたので、生活にゆとりが生まれた。

エ 課　題

鳥取県未来人材育成奨学金支援事業
決算額

財源内訳

国庫支出金 その他 一般財源

134,825 0 25,893 108,932

将来ビジョン １　ひらく　（３）生き生きと働ける就業環境

政 策 項 目 － 

（ア）

　県内産業界との連携のもと、「鳥取県未来人材育成基金」を設置し、県内に就職する大学生等の奨学金返還を助成
し、ＩＪＵターン並びに産業人材の確保を促進する。

（イ）

鳥取県未来人材育成奨学金支援助成金の概要

対象者

県内の対象業種に就職する次の奨学金を借り入れた大学院、大学、短大、高専、職能大の新卒者
及び既卒者(35歳未満)
　ア）日本学生支援機構１種（無利子）及び２種（有利子）の奨学金   イ）鳥取県育英奨学資金
　ウ）その他の奨学金　　　　※出身地は問わず、県内外の大学等を対象

対象業種
ア）製造業　イ）ＩＴ企業　ウ）薬剤師の職域（薬局、病院、医療機器・医薬品製造等）
エ）建設業・建設コンサルタント業　オ）旅館・ホテル業

対象人数 180名

助成率
及び

限度額

ア）無利子奨学金
　・助成率　貸与奨学金×1/2　・上限　大学院・薬学部216万円、大学144万円、短大・高専72万円
イ）有利子奨学金
　・助成率　貸与総額金×1/4　・上限　大学院・薬学部108万円、大学72万円、短大・高専36万円
　　　既卒者についても、上記基準を適用

助成方法
支給決定額を８年に分けて、対象者本人の就業状況と奨学金返還状況を確認した後に支給
※原則、８年間の就業継続努力義務を課す。（自己都合により離職した場合は、助成金の返還）

企業版ふるさと納税対象

基金積立金額 318,624千円（県：286,379千円、民間寄附32,245千円）

・業界の協力が得られた建設業・建設コンサルタント業、旅館・ホテル業を対象業種に追加し、助成対象を150人から180人
に拡大してより多くの大学生等の県内就職を促した。

・平成28年8月に国（内閣府）から企業版ふるさと納税（地方創生応援税制）の認定を受け、鳥取県に縁のある鳥取県外本社
企業から寄附を頂いた。

・県内外で開催される就職フェアや、大学生を対象とした交流会等のイベントや保護者向け発送の機会をとらえて広くＰＲを
行った。

支給対象者認定数 建設コンサルタント業 旅館ホテル業

22件（18,680千円） 8件（4,700千円） (株)山陰合同銀行外21件

・認定者募集枠180名に対し、認定者数116名と認定人数が伸び悩んだため、周知活動を行い、広く本助成金を認知してい
ただくと同時に、学生及びIJUターンによる県内就職を推進する取組みと連携して、本事業を推進する必要がある。

116人（県内37人・県外79人） 16 2

寄附件数 寄附企業
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８　事業別実施状況調べ
(単位：円)

事　業　名 予　算　額 支 出 済 額 翌年度繰越額 差 引 残 額 事業の計画と実績・成果・不用額

（一般管理費）

赴任旅費 94,460 94,460 0 0
 旅費条例における赴任をした場合に支給する
旅費

目　　　　計 94,460 94,460 0 0

（労政総務費）

（主）女性・中高
年者就業支援事業

97,129,000 95,350,473 0 1,778,527  主な事業に関する調べ記載のとおり

（主）障がい者就
業定着強化事業

35,055,000 24,175,400 0 10,879,600
 主な事業に関する調べ記載のとおり
 不用額は、「訪問型ジョブコーチ設置促進事
業補助金」における返戻が主たる理由。

障がい者就業支援
事業

47,563,000 39,372,766 0 8,190,234

 障がい者の就業支援や定着支援の体制強化の
ため、県内３か所の各障害者就業・生活支援
センターに職場開拓支援員等を配置するとと
もに、県版ジョブコーチセンターを倉吉市及
び米子市に設置して、ジョブコーチ支援の充
実に努めた。

（主）若年者就業
支援事業

58,970,000 55,348,318 0 3,621,682  主な事業に関する調べ記載のとおり

若年者就職・定着
一貫支援事業

10,716,000 10,714,332 0 1,668

 座学による就職基礎講座と職場での就労体験
とを組み合わせ、実際に就職した状況に近い
体験を行うことで、就職に対する若年者の職
業意識形成を図り、講習修了後も就職活動支
援並びに就職後の職場定着を促進した。
（東・中・西部で各２回実施し、４４名が受
講、うち２４名が就職した）

鳥取県ふるさとハ
ローワーク運営事
業

15,312,000 14,647,827 0 664,173

 ハローワークが廃止された八頭郡、境港市の
住民に対し、国・県・地元市町が協力して
「鳥取県ふるさとハローワーク八頭・境港」
を設置し、職業相談・職業紹介等、就業支援
のサービスを提供した。

若者サポートス
テーション運営事
業

22,386,000 21,704,386 0 681,614

 鳥取市と米子市に「若者サポートステーショ
ン」を設置し、他者とのコミュニケーション
がうまく取れない若者、人間関係の悩みを抱
える若者、ニートや引きこもり等、通常の就
職相談だけでは就職が困難な若者に対し就職
支援を行った。

緊急雇用創出事業 243,407,000 243,406,326 0 674

 離職を余儀なくされた労働者、中高年齢者等
の失業者、新卒未就職者などに対して、短期
的な雇用機会を創出するとともに、地域の実
情に応じた人材育成等を実施した。基金の執
行残額を国へ返還した。

労働移動緊急対策
事業

45,000,000 38,500,000 0 6,500,000

 事業の再編、縮小等に伴う人員削減により離
職する者を正規雇用した県内企業に対して奨
励金を支給し、労働移動の支援を通して雇用
の維持・安定を図った。

鳥取県技術人材バ
ンク運営事業

13,774,000 11,924,681 0 1,849,319

 県内企業への就職を希望する技術的・専門的
人材（求職者）の情報と技術的・専門的人材
を求める県内企業（求人企業）の求人情報を
蓄積し、両者の最適なマッチングを支援する
「鳥取県技術人材バンク」の運営を行った。

女性の創業支援事
業

1,636,000 1,543,800 0 92,200

 県内で女性が創業しやすい環境を整備する一
環として、女性が創業を考えるきっかけとな
るセミナーを開催するとともに、創業後間も
ない女性起業家を対象とした事業継続に向け
た支援や、創業した女性同士のネットワーク
づくりを目的としたセミナーを開催し、女性
の創業を支援した。（女性のためのファース
トステップセミナーを東・中・西部で計３回
開催し、３７名が受講。女性起業家のための
フォローアップセミナーを東・西部で計２回
開催、１４名が受講した。）
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事　業　名 予　算　額 支 出 済 額 翌年度繰越額 差 引 残 額 事業の計画と実績・成果・不用額

（主）正規雇用転
換促進助成金事業

60,000,000 56,300,000 0 3,700,000

 非正規雇用から正規雇用への転換を行った事
業主に対し、転換者一人あたりにつき30万円
を支給。転換者がひとり親であれば10万円を
加算。
平成28年度実績188名。

特例子会社設立等
助成金

3,750,000 3,750,000 0 0

 障がい者を新たに正規雇用して特例子会社等
を設立する企業に対して、経費の一部を助成
した。
　・平成２７年度認定企業１社
　・平成２８年度認定企業１社

（主）鳥取県未来
人材育成奨学金支
援事業

172,009,000 134,824,741 0 37,184,259  主な事業に関する調べ記載のとおり

ＩＪＵターン県内
就職促進強化事業

21,747,000 20,022,527 0 1,724,473

 ＩＪＵターン就職促進のため、ふるさと鳥取
県定住機構の東京・大阪にコーディネーター
を配置し、県外等へ県内企業の魅力、支援機
関の情報を発信し、ＩＪＵターン就職促進を
図った。また県外学生の帰省にあわせて企業
紹介フェアを開催した。

目　　　　計 848,454,000 771,585,577 0 76,868,423

（商業振興費）

（主）正規雇用１
万人チャレンジ事
業

1,149,000 41,880 0 1,107,120  主な事業に関する記載のとおり

目　　　　計 1,149,000 41,880 0 1,107,120

 （工鉱業総務費）

県内主要製造業再
生支援事業

24,586,000 24,586,000 0 0

 再生支援プログラム（５～７年）を作成・承
認した企業に対し、研究開発・人材育成・設
備投資・貨物利用までを一体的に支援するも
ので、当年度は設備投資にかかる経費の一部
を補助した。

（主）とっとりふ
るさと就職応援事
業

28,231,000 23,855,611 0 4,375,389  主な事業に関する調べ記載のとおり

（主）とっとりイ
ンターンシップ推
進事業

14,010,000 8,416,669 0 5,593,331

県外学生低学年のインターンシップ参加促進
のため、学生の旅費の一部助成や通勤費支援
を行った。また、インターンシップをはじめ
とする効果的な情報発信により、県内でも若
者が活躍でき、自己実現を果たせる働き場が
あることを周知し、県内就職への意識付けを
働き掛けるため、県外でのガイダンス、イン
ターンシップ関連セミナー、ホームページの
改修やスマホから簡単にアクセスできるよう
QRコードを表示した就活カードﾞを発行し、学
生が集まるイベントなどで配布した。

目　　　　計 66,827,000 56,858,280 0 9,968,720

（労政総務費・明許繰越）

とっとりプロ
フェッショナル人
材確保事業

56,000,000 55,003,334 0 996,666

 県内企業に対し、攻めの経営戦略（人材、Ｉ
Ｔ投資、ビジネス展開）を促し、戦略実現を
担う都市部の「プロフェッショナル人材」の
採用をサポートし、ビジネス戦略の実現とＩ
ＪＵターンによる県内就職を促進する。
　企業相談件数：273件
　マッチング件数：10人

目　　　　計 56,000,000 55,003,334 0 996,666

（工鉱業総務費・明許繰越）

（主）学生等県内
就職加速化事業

32,550,000 23,761,551 0 8,788,449  主な事業に関する調べ記載のとおり

目　　　　計 32,550,000 23,761,551 0 8,788,449

合　　　　計 1,005,074,460 907,345,082 0 97,729,378
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6
4
,
2
1
3
,
0
0
0

9
0
,
9
0
3
,
0
0
0

1
1
2
,
5
0
0
,
0
0
0

平
成
２

６
年

度
県

内
主

要
製
造

業
再

生
支

援
事

業
利
子

補
助

補
助

平
成

２
６

年
３

月
（

当
初

）
平
成

２
７

年
度

～
平
成

３
２

年
度

1
,
2
0
0
,
0
0
0

1
,
2
0
0
,
0
0
0

0
0

0
1
,
2
0
0
,
0
0
0

1
,
2
0
0
,
0
0
0

1
,
2
0
0
,
0
0
0

平
成
２

５
年

度
中

高
年

者
就
業

支
援

業
務

委
託

委
託

料
平

成
２

５
年

１
２

月
（

補
正

）
平

成
２

６
年

２
月

（
補

正
）

平
成

２
６

年
度

～
平
成

２
８

年
度

1
1
4
,
7
9
2
,
0
0
0

1
9
4
,
0
4
5
,
7
3
8

0
5
0
,
0
9
1
,
9
4
4

5
0
,
9
1
0
,
7
0
4

9
1
,
8
6
6
,
9
7
0

1
9
2
,
8
6
9
,
6
1
8

1
9
2
,
8
6
9
,
6
1
8

6
8
1
,
0
4
8
,
0
0
0

7
7
9
,
4
3
1
,
4
6
8

3
4
,
7
1
2
,
0
0
0

5
2
,
2
2
1
,
9
4
4

8
7
,
9
7
9
,
4
0
0

6
0
3
,
3
6
8
,
0
0
4

7
4
3
,
5
4
3
,
3
4
8

7
7
8
,
2
5
5
,
3
4
8

設
定

状
況

当
該

事
業

の
契

約
額

等

執
行
(
支
出
)
状
況

債
務
負
担
行
為
の
期
間

合
　

　
　

　
　

計
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（
１

）
負

担
金

　
予

算
科

目
（
労

政
総

務
費

）
  

①
　

国
　

補
　

分
　

・
・
・
　

該
当

な
し

  
②

　
単

　
県

　
分

H
2
7
,6

,2
2

H
2
8
.9

.2
外

外
(概

算
)

(H
2
8
.3

.1
5
)

(3
,2

0
5
,0

0
0
)

H
2
7
.5

.2
9

H
2
8
.6

.2
1

精
算

H
2
8
.1

0
.3

1
,5

8
2
,7

3
0

文
書

ID
:1

6
-
0
0
0
7
6
3
5
4

(補
助

率
：
2
/
3
）

外
外

精
算

H
2
8
.1

0
.3

5
,0

0
0
,0

0
0

文
書

ID
:1

6
-
0
0
0
8
0
0
3
4

H
2
7
.6

.2
2

H
2
8
.7

.4
H

2
8
.7

.2
7

外
外

外

（
H

2
8
.3

.2
4
）

H
2
9
.3

.2
8

精
算

H
2
9
.4

.2
5

3
,7

5
0
,0

0
0

文
書

ID
:1

6
-
0
0
1
7
9
7
6
7

H
2
8
.8

.1
9

H
2
9
.3

.3

7
,5

0
0
,0

0
0

H
2
9
.3

.2
8

H
2
9
.3

.3
H

2
9
.3

.1
3

H
2
9
.5

.2
新

規
外

精
算

H
2
9
.5

.1
5

2
,0

8
0
,9

7
7

文
書

ID
:1

7
-
0
0
0
2
5
8
3
8

H
2
8
.7

.1
4

H
2
9
.3

.3
1

精
算

H
2
9
.5

.1
5

1
,9

0
4
,4

1
9

文
書

ID
:1

7
-
0
0
0
2
5
6
3
9

(補
助

率
：
1
0
/
1
0
）

外
精

算
H

2
9
.5

.1
5

1
3
4
,4

0
0

文
書

ID
:1

7
-
0
0
0
2
4
7
6
8

精
算

H
2
9
.5

.1
5

8
0
6
,4

0
0

文
書

ID
:1

7
-
0
0
0
1
7
7
7
4

H
2
8
.7

.2
0

H
2
9
.4

.1
7

H
2
9
.4

.2
7

精
算

H
2
9
.5

.1
8

1
,3

4
0
,0

0
0

文
書

ID
:1

7
-
0
0
0
3
2
0
3
9

外
外

外

額
の

確
定

年
 月

 日

支
出

年
月

日
金

　
　

　
　

　
額

１
７

　
負

担
金

、
補

助
金

、
交

付
金

及
び

委
託

料
支

出
状

況
調

べ

  
（
２

）
補

助
金

（
単

位
：
円

）

補
　

助
　

金
　

等
の

　
　

名
　

　
称

（
補

助
金

等
の

創
設

年
度

）
 交

　
付

　
先

間  接

補
助

対
象

経
費

 実
施

計
画

承
認

又
は

内
示

年
月

日

1
8
,3

4
6
,0

0
0

-

　
支

 出
 の

 状
 況

創
業

を
行

う
障

が
い

者
ま

た
は

当
初

か
ら

障
が

い
者

を
雇

用
す

る
創

業
を

行
う

者
に

対
す

る
補

助
9
,7

8
7
,7

3
0

 事
 業

 の
 内

 容
補

 助
 率

 及
 び

補
　

助
　

金
　

額

障
が

い
者

ソ
ー

シ
ャ

ル
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
創

業
・
起

業
支

援
事

業
（
H

２
６

年
度

）

-

（
文

書
ID

:1
5
-
0
0
1
5
2
8
8
0
）

※
平

成
2
7
年

度
支

出
の

た
め

執
行

額
の

合
計

に
含

め
な

い
。

 交
付

決
定

年
 月

 日
実

績
報

告
年

  
月

  
日

審
査

・
現

地
調

査
年

月
日

-

備
　

 考
交

付
申

請
年

 月
 日

完
了

年
月

日
検

  
　

  
査

年
 月

 日
概

算
払

精
算

払
の

別

 着
手

年
月

日

-

訪
問

型
ジ

ョ
ブ

コ
ー

チ
を

配
置

す
る

社
会

福
祉

法
人

等
に

対
す

る
補

助

6
,2

6
6
,1

9
6

(補
助

率
：
2
/
3
,1

/
2
）

鳥
取

県
訪

問
型

ジ
ョ

ブ
コ

ー
チ

設
置

促
進

事
業

補
助

金
（
H

２
８

年
度

）

社
会

福
祉

法
人

鳥
取

県
厚

生
事

業
団

　
外

4
件

合
同

会
社

楽
志

　
外

1
件

6
,2

6
6
,1

9
6

鳥
取

県
特

例
子

会
社

設
立

等
助

成
金 （
H

２
７

年
度

）

特
例

子
会

社
の

設
立

又
は

企
業

内
障

が
い

者
多

数
雇

用
施

設
を

設
置

す
る

事
業

者
に

対
す

る
補

助

有
限

会
社

ド
ア

ー
ズ

1
7
,4

4
6
,0

0
0

- -

-
-
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額
の

確
定

年
 月

 日

支
出

年
月

日
金

　
　

　
　

　
額

補
　

助
　

金
　

等
の

　
　

名
　

　
称

（
補

助
金

等
の

創
設

年
度

）
 交

　
付

　
先

間  接

補
助

対
象

経
費

 実
施

計
画

承
認

又
は

内
示

年
月

日
　

支
 出

 の
 状

 況

 事
 業

 の
 内

 容
補

 助
 率

 及
 び

補
　

助
　

金
　

額
 交

付
決

定
年

 月
 日

実
績

報
告

年
  

月
  

日
審

査
・
現

地
調

査
年

月
日

備
　

 考
交

付
申

請
年

 月
 日

完
了

年
月

日
検

  
　

  
査

年
 月

 日
概

算
払

精
算

払
の

別

 着
手

年
月

日

H
2
9
..4

.1
8

精
算

H
2
9
.5

.8
外

7
,0

7
5
,1

5
4

文
書

ＩＤ
：
1
7
-
0
0
0
1
1
6
1
4
外

外

H
2
8
.4

.2
2

H
2
7
.9

.3
0

外
外

H
2
8
.5

.1
8 外

H
2
9
.4

.4 外

7
,0

7
5
,1

5
4

H
2
8
.5

.2
6

精
算

H
2
8
.6

.1
外

3
9
2
,6

5
0

文
書

ＩＤ
:1

6
-
0
0
1
7
3
6
5
4
外

外
H

2
8
.4

.1
3

H
2
8
.5

.6
(補

助
率

：
1
/
2
）

外
外

H
2
8
.5

.1
1 外

他
の

地
方

公
共

団
体

の
み

に
交

付
す

る
も

の
で

交
付

決
定

額
（
変

更
後

）
が

3
,0

0
0
万

円
未

満
の

も
の

本
庁

執
行

分
計

2
4
,0

6
6
,7

3
0

出
納

機
関

執
行

分
計

0

単
　

　
県

  
 分

  
 計

2
4
,0

6
6
,7

3
0

-

鳥
取

県
未

来
人

材
育

成
奨

学
金

支
援

事
業

（
平

成
２

７
年

度
）

個
人

（
7
6
名

）
鳥

取
県

内
に

在
住

し
特

定
業

種
就

職
し

た
場

合
、

対
象

奨
学

金
の

返
還

の
一

部
を

鳥
取

県
未

来
人

材
育

成
基

金
を

財
源

に
し

て
助

成
す

る
事

業

(補
助

率
：

無
利

子
：
貸

与
奨

学
金

総
額

の
1
/
2

有
利

子
貸

与
奨

学
金

総
額

の
1
/
4
  

 ）

-

鳥
取

県
プ

ロ
フ

ェ
ッ

シ
ョ

ナ
ル

人
材

企
業

見
学

等
交

通
費

助
成

金

個
人

（
2
1
名

）

7
8
5
,3

0
0

-
-

表
の

補
足

説
明

１
　

「
交

付
申

請
年

月
日

」
及

び
「
交

付
決

定
年

月
日

」
欄

の
（
　

）
書

き
は

、
変

更
に

係
る

も
の

の
当

初
の

年
月

日
で

あ
る

。
２

　
翌

年
度

繰
越

分
の

期
間

・
繰

越
事

業
費

を
「
備

考
」
欄

に
記

入
す

る
場

合
の

（
　

）
書

き
は

補
助

金
相

当
額

で
あ

る
。

-
鳥

取
県

内
企

業
に

就
職

す
る

た
め

に
参

加
し

た
面

接
等

に
係

る
交

通
費

を
助

成
（
回

数
制

限
２

回
・
上

限
５

万
円

）
3
9
2
,6

5
0

H
2
8
.4

.2
5

7
,0

7
5
,1

5
4

-

-
-
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予

算
科

目
（
工

鉱
業

総
務

費
）

  
①

　
国

　
補

　
分

　
・
・
・
　

該
当

な
し

  
②

　
単

　
県

　
分

事
業

認
定

H
2
9
.1

.2
5

1
6
3
,9

1
2
,0

0
0

H
2
6
.8

.2
8

精
算

H
2
9
.2

.1
0

2
4
,5

8
6
,0

0
0

文
書

ＩＤ
：
1
6
-
0
0
1
4
1
7
5
7

（
平

成
２

５
年

度
）

H
2
8
.1

1
.2

5
【
設

備
】

(補
助

率
：
1
5
/
1
0
0
）

H
2
9
.1

.4
H

2
9
.1

.2
0

H
2
9
.1

.2
0

2
4
,5

8
6
,0

0
0

【
合

計
】 2

4
,5

8
6
,0

0
0

H
2
9
.2

.8
精

算
H

2
9
.2

.2
4

3
3
0
,0

0
0

H
2
9
.1

.3
0

H
2
9
.1

.3
0

H
2
9
.2

.7
精

算
H

2
9
.5

.8
2
6
5
,0

0
0

文
書

ＩＤ
：
1
7
-
0
0
0
1
1
9
9
0

(補
助

率
：
1
/
2
）

外
精

算
H

2
9
.4

.2
8

4
0
0
,0

0
0

文
書

ＩＤ
：
1
7
-
0
0
0
0
2
4
0
8

H
2
9
.2

.8
H

2
9
.1

.3
0

外
精

算
H

2
9
.4

.2
8

2
6
5
,0

0
0

文
書

ＩＤ
：
1
7
-
0
0
0
0
2
4
0
3

本
庁

執
行

分
計

2
5
,8

4
6
,0

0
0

出
納

機
関

執
行

分
計

単
　

　
県

  
 分

  
 計

2
5
,8

4
6
,0

0
0

（
３

）
交

付
金

　
・
・
・
該

当
な

し

表
の

補
足

説
明

１
　

「
交

付
申

請
年

月
日

」
及

び
「
交

付
決

定
年

月
日

」
欄

の
（
　

）
書

き
は

、
変

更
に

係
る

も
の

の
当

初
の

年
月

日
で

あ
る

。
２

　
翌

年
度

繰
越

分
の

期
間

・
繰

越
事

業
費

を
「
備

考
」
欄

に
記

入
す

る
場

合
の

（
　

）
書

き
は

補
助

金
相

当
額

で
あ

る
。

実
績

報
告

年
  

月
  

日
審

査
・
現

地
調

査
年

月
日

県
内

主
要

製
造

業
再

生
支

援
事

業
補

助
金

ア
イ

エ
ム

電
子

（
株

）

額
の

確
定

年
 月

 日
　

支
 出

 の
 状

 況

備
　

 考
交

付
申

請
年

 月
 日

完
了

年
月

日
検

  
　

  
査

年
 月

 日

（
単

位
：
円

）

（
２

－
２

）
補

助
金

（
他

課
か

ら
予

算
の

配
当

替
え

を
受

け
て

執
行

す
る

も
の

）
　

・
・
・
該

当
な

し

補
　

助
　

金
　

等
の

　
　

名
　

　
称

（
補

助
金

等
の

創
設

年
度

）
 交

　
付

　
先

間  接

補
助

対
象

経
費

 実
施

計
画

承
認

又
は

内
示

年
月

日

再
生

支
援

プ
ロ

グ
ラ

ム
（
5
～

7
年

）
を

作
成

・
承

認
し

た
企

業
に

対
し

、
研

究
開

発
・
人

材
育

成
・
設

備
投

資
・

貨
物

利
用

ま
で

を
一

体
的

に
支

援
（
補

助
）

 着
手

年
月

日

 事
 業

 の
 内

 容
補

 助
 率

 及
 び

補
　

助
　

金
　

額
 交

付
決

定
年

 月
 日

概
算

払
精

算
払

の
別

支
出

年
月

日
金

　
　

　
　

　
額

新
た

に
大

手
就

職
情

報
サ

イ
ト

を
活

用
し

よ
う

と
す

る
県

内
に

本
社

の
あ

る
中

小
企

業
に

対
し

、
経

費
の

一
部

を
補

助
。

1
,2

6
0
,0

0
0

文
書

ＩＤ
：
1
6
-
0
0
1
4
9
9
8
4

-

鳥
取

県
中

小
企

業
の

求
人

情
報

発
信

支
援

事
業

補
助

金
(平

成
２

３
年

度
）

ベ
ス

ト
バ

イ
山

陰
株

式
会

社 外
３

件

- -
-

2
,5

2
0
,0

0
0

-
-

-18-



　
（
４

）
委

　
託

　
料

予
定

価
格

 (
契

約
年

月
日

)
契

　
 約

　
 額

(契
約

年
月

日
)

契
 　

約
　

 額
契

約
形

態

1
1
4
,7

9
2
,0

0
0

（
H

2
6
.3

.2
8
）

1
1
3
,6

1
1
,1

4
8

～

H
2
6
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金
額

）
法

人
名

備
　

考

出
捐

金
財

団
法

人
ふ

る
さ

と
鳥

取
県

定
住

機
構

合
　

　
計

（
平

成
２

９
年

３
月

３
１

日
現

在
）

種
　

　
別

前
年

度
末

本
　

年
　

度
　

中
本

年
度

末
備

　
　

　
　

考

地
域

雇
用

環
境

整
備

基
金

（
平

成
２

９
年

３
月

３
１

日
現

在
）

区
　

　
分

本
　

　
年

　
　

度
　

　
中

法
　

人
　

名

出
捐

金
財

団
法

人
ふ

る
さ

と
鳥

取
県

定
住

機
構

備
　

　
　

考

基
金

財
産
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イ
　
タ
ク
シ
ー
チ

ケ
ッ

ト
の

受
払

状
況

 （
３

）
基

　
金

増
減

円
円

円
円

緊
急

雇
用

創
出

事
業

臨
時

特
例

基
金

（
従

来
）

1
0

1
0

緊
急

雇
用

創
出

事
業

臨
時

特
例

基
金

（
重

点
）

2
0

2
0

緊
急

雇
用

創
出

事
業

臨
時

特
例

基
金

（
震

災
）

0
0

0
0

緊
急

雇
用

創
出

事
業

臨
時

特
例

基
金

（
起

業
支

援
）

1
9
,0

0
4

1
0
1

1
9
,1

0
5

0

緊
急

雇
用

創
出

事
業

臨
時

特
例

基
金

（
地

域
人

づ
く
り

）
6
2
1
,5

7
9
,4

8
9

1
9
0
,6

7
3

6
2
1
,7

7
0
,1

6
2

0

鳥
取

県
未

来
人

材
育

成
基

金
2
0
0
,0

0
0
,0

0
0

5
7
,9

1
7

1
7
0
,0

7
1

1
9
9
,8

8
7
,8

4
6

合
　

　
計

8
2
1
,5

9
8
,4

9
6

2
4
8
,6

9
1

6
2
1
,9

5
9
,3

4
1

1
9
9
,8

8
7
,8

4
6

 
(
４

)
 
債
　
権
　
・
・
・

　
該

当
な

し

２
０

　
財

産
の

貸
付

け
及

び
使

用
許

可
調

べ
　

・
・
・
　

該
当

な
し

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

 （
平

成
２

９
年

３
月

３
１

日
現

在
）

6
4

6
0

4
5

7
9

8
7
,9

4
0
円

購
入

枚
数

使
用

枚
数

及
び

金
額

枚
枚

枚
枚

種
　

　
別

前
年

度
末

本
　

　
年

　
　

度
　

　
中

本
年

度
末

備
考

（
平

成
２

９
年

３
月

３
１

日
現

在
）

前
年

度
末

未
使

用
枚

数
本

　
　

年
　

　
度

　
　

中
本

年
度

末
備

　
　

　
考
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２
１

　
借

受
不

動
産

明
細

調
べ

借
受

先

単
 価

本
年

度
の

借
料

土
地

宅
地

と
っ

と
り

若
者

仕
事

ぷ
ら

ざ
来

所
者

用
駐

車
場

㎡
1
0
0

無
H

2
8
.4

.1
～

H
3
1
.3

.3
1

無
償

無
償

鳥
取

市
尚

徳
町

１
１

６
鳥

取
市

鳥
取

市
長

　
深

澤
　

義
彦

使
用

許
可

建
物

鉄
骨

鉄
筋

コ
ン

ク
リ

ー
ト

造
り

と
っ

と
り

若
者

仕
事

ぷ
ら

ざ
（
1
4
4
.4

）
7
2
.2

有
H

2
8
.4

.1
～

H
2
9
.3

.3
1

月
額

　
2
2
4
,5

5
0

2
,6

9
4
,6

0
0

東
京

都
千

代
田

区
内

幸
町

２
－

２
－

２
富

国
生

命
保

険
相

互
会

社
代

表
取

締
役

社
長

　
米

山
好

映
３

者
契

約

建
物

鉄
骨

鉄
筋

コ
ン

ク
リ

ー
ト

造
り

と
っ

と
り

若
者

サ
ポ

ー
ト

ス
テ

ー
シ

ョ
ン

6
6
.6

有
H

2
8
.4

.1
～

H
2
9
.3

.3
1

月
額

　
1
6
5
,3

9
1

1
,9

8
4
,6

9
2

東
京

都
千

代
田

区
内

幸
町

２
－

２
－

２
富

国
生

命
保

険
相

互
会

社
代

表
取

締
役

社
長

　
米

山
好

映

建
物

-
く
ら

よ
し

若
者

仕
事

ぷ
ら

ざ
（
9
6
.0

3
）

6
.6

有
H

2
8
.4

.1
～

H
2
9
.3

.3
1

月
額

　
1
8
,6

8
4

2
2
4
,2

0
8

倉
吉

市
山

根
５

５
７

－
１

パ
ー

プ
ル

タ
ウ

ン
株

式
会

社
代

表
取

締
役

　
佐

藤
　

義
和

４
者

契
約

建
物

-

よ
な

ご
若

者
仕

事
ぷ

ら
ざ

よ
な

ご
若

者
サ

ポ
ー

ト
ス

テ
ー

シ
ョ

ン
ミ

ド
ル

・
シ

ニ
ア

・
レ

デ
ィ

ー
ズ

仕
事

ぷ
ら

ざ
米

子

3
1
9
.9

有
H

2
8
.4

.1
～

H
2
9
.3

.3
1

月
額

　
5
7
4
,7

5
4

6
,8

9
7
,0

4
8

米
子

市
中

町
２

０
番

地
一

般
財

団
法

人
　

米
子

市
開

発
公

社
理

事
長

　
角

　
博

明

合
　

計
1
1
,8

0
0
,5

4
8

２
２

　
職

員
住

宅
及

び
職

員
駐

車
場

の
管

理
状

況
調

べ
　

・
・
・
　

該
当

な
し

２
４

　
寄

附
物

件
の

受
納

状
況

調
べ

　
・
・
・
　

該
当

な
し

２
６

　
現

金
、

有
価

証
券

、
物

品
の

亡
失

、
損

傷
調

べ

２
７

　
貸

付
金

等
状

況
調

べ
　

・
・
・
　

該
当

な
し

照
合

年
月

日
現

物
確

認
で

き
な

か
っ

た
物

品
現

物
が

確
認

で
き

な
か

っ
た

物
品

名
個

　
数

平
成

2
8
年

8
月

1
日

ロ
ッ

カ
ー

（
と

っ
と

り
若

者
仕

事
ぷ

ら
ざ

）
1

・
　

有
　

　
　

　
　

・
　

無

契
　

約
　

の
　

状
　

況

２
３

　
自

動
車

（
二

輪
を

除
く
）
の

管
理

状
況

調
べ

　
・
・
・
　

該
当

な
し

２
５

　
備

品
の

処
分

状
況

調
べ

　
・
・
・
　

該
当

な
し

（
１

）
　

現
金

、
有

価
証

券
、

物
品

の
亡

失
、

損
傷

調
べ

　
・
・
・
　

該
当

な
し

（
２

）
　

物
品

の
照

合

鳥
取

市
富

安
２

－
１

３
８

－
４

鳥
取

市
役

所
駅

南
庁

舎
駐

車
場

区
　

分
種

　
別

借
受

（
使

用
）
目

的
所

　
在

　
地

数
量

又
は

面
　

　
　

積

鳥
取

市
扇

町
７

鳥
取

フ
コ

ク
生

命
駅

前
ビ

ル

鳥
取

市
扇

町
７

鳥
取

フ
コ

ク
生

命
駅

前
ビ

ル

倉
吉

市
山

根
５

５
７

－
１

パ
ー

プ
ル

タ
ウ

ン

米
子

市
末

広
町

３
１

１
イ

オ
ン

米
子

駅
前

店

備
　

考
契

約
書

の
有

無
借

受
期

間

借
　

　
料

　
（
円

）

住
　

　
所

氏
　

　
名
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２
２

　
職

員
旅

費
の

執
行

状
況

調
べ

（
１

）
旅

行
伺

の
事

前
承

認

1
2
9

1
2

0
0

1
2

（
２

）
旅

費
概

算
払

の
精

算
等

　
ア

　
概

算
払

の
精

算
が

旅
行

完
了

日
の

翌
日

か
ら

２
週

間
以

上
経

過
し

て
い

る
も

の
（
零

精
算

を
除

く
）
　

…
…

…
…

…
  
 （

0
件

中
0
件

）

　
イ

　
精

算
払

が
旅

行
完

了
日

の
翌

日
か

ら
3
0
日

以
上

経
過

し
て

い
る

も
の

　
 …

…
…

…
…

…
…

…
…

…
…

…
…

…
…

  
 （

６
９

件
中

１
件

）

（
３

）
旅

費
の

計
算

用
　

務
　

先
旅

　
行

　
期

　
間

支
出

金
額

山
口

大
学

、
梅

田
セ

ン
タ

ー
ビ

ル
平

成
2
8
年

1
2
月

0
8
日

-
平

成
2
8
年

1
2
月

0
9
日

4
4
,9

0
0

山
口

大
学

、
福

山
ニ

ュ
ー

キ
ャ

ッ
ス

ル
ホ

テ
ル

平
成

2
9
年

0
3
月

0
5
日

-
平

成
2
9
年

0
3
月

0
6
日

4
3
,1

0
0

山
口

大
学

平
成

2
9
年

0
2
月

1
3
日

-
平

成
2
9
年

0
2
月

1
4
日

4
0
,6

8
0

千
代

田
区

一
ツ

橋
、

大
阪

市
北

区
梅

田
平

成
2
8
年

1
2
月

0
3
日

-
平

成
2
8
年

1
2
月

0
4
日

3
6
,9

1
0

１
０

日
　

東
京

本
部

　
１

１
日

　
日

本
橋

プ
ラ

ザ
平

成
2
9
年

0
3
月

1
0
日

-
平

成
2
9
年

0
3
月

1
2
日

2
9
,8

2
0

（
４

）
旅

費
の

適
正

執
行

の
取

組
状

況
等

平
成

２
８

年
１

１
月

２
２

日
付

け
の

代
表

監
査

委
員

か
ら

の
注

意
通

知
文

書
を

受
け

て
、

す
み

や
か

に
全

員
供

覧
の

上
、

旅
行

命
令

の
事

前
申

請
・
承

認
を

受
け

る
と

と
も

に
、

遅
く
と

も
２

週
間

以
内

を
目

標
に

復
命

の
上

、
旅

費
精

算
を

行
う

よ
う

指
示

を
行

っ
た

。
ま

た
、

遅
延

が
見

ら
れ

る
職

員
に

は
、

そ
の

都
度

、
注

意
・
指

導
を

行
う

こ
と

と
し

た
。

ふ
る

さ
と

Ｕ
タ

ー
ン

就
職

情
報

コ
ー

ナ
ー

対
応

鳥
取

県
ふ

る
さ

と
就

職
セ

ミ
ナ

ー
イ

ン
タ

ー
ン

シ
ッ

プ
ガ

イ
ダ

ン
ス

in
 東

京
・
大

阪

1
0
日

　
技

術
人

材
バ

ン
ク

東
京

オ
フ

ィ
ス

打
ち

合
わ

せ
　

1
1
日

と
っ

と
り

し
ま

ね
企

業
ガ

イ
ダ

ン
ス

用
　

務
　

内
　

容
備

　
　

　
　

考

就
活

応
援

交
流

会
（
山

口
大

学
）
、

Ｌ
Ｏ

活
意

見
交

換
会

山
口

大
学

ふ
る

さ
と

Ｕ
タ

ー
ン

相
談

会
出

席
、

福
山

大
学

合
同

企
業

説
明

会
出

席

 旅
行

総
件

数
旅

費
シ

ス
テ

ム
で

 発
令

日
が

出
発

日
 よ

り
遅

い
件

数
  
①

①
の

う
ち

履
歴

で
事

前
承

認
が

確
認

で
き

た
件

数
  
②

①
の

う
ち

②
以

外
で

緊
急

等
特

別
な

理
由

が
あ

っ
た

件
数

  
③

特
別

な
理

由
も

な
く
事

前
承

認
が

さ
れ

て
い

な
い

件
数

　
　

（
①

－
②

－
③

）
備

　
　

　
　

考
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（
２

）
監

査
委

員
事

務
局

に
対

す
る

意
見

・
要

望
等

…
特

に
な

し

○
　

意
見

、
要

望
等

　
　

（
１

）
業

務
に

関
す

る
要

望
等

…
特

に
な

し
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